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 国民健康保険税の賦課  

 

１ 保険税の賦課 

 

⑴ 保険税額の決まり方 

保険税の額は、その年に予測される国保事業に要する費用の総額から、受診の

際に患者が負担する分と国などの負担金を除いた額を、税として加入者から徴収

する分です。 

 

ア 保険税の構成 

保険税は次の三つにより構成されています。 

(ｱ) 医療給付費分（医療分） ----- 医療機関に支払う診療報酬分 

(ｲ) 後期高齢者支援金分○
（支援分） 

----- 
 

後期高齢者医療制度を支えるために各医療
保険者が納める分 

(ｳ) 介護納付金分（介護分） ----- 40歳から64歳までの方の介護保険料相当分 

 

イ 賦課割合（応能・応益原則） 

国保の保険税においては、応能原則（負担能力に応じた負担）と応益原則（受

益に応じた負担）が採り入れられており、この２つの原則を組み合わせて応能

負担と応益負担に相当する項目に賦課総額を配分します。 

この配分方式には、以下のような方法及び標準割合が示されています。 

区分 
応能負担 応益負担 

所得割総額 均等割総額 平等割総額 

医療分 50% 35% 15% 

支援分 50% 35% 15% 

介護分 50% 50% － 

医療分、支援分、介護分を合算しています。 

 

⑵ 税率について 

令和４年度の税率 

区分 所得割額 均等割額 平等割額 
課 税 

限度額 

医 療 分  6.30% 20,400 円 15,600 円 650,000 円 

支 援 分  2.50% 7,800 円 6,600 円 200,000 円 

介 護 分  1.85% 12,600 円 ― 170,000 円 

※ 所得割額は被保険者の総所得金額等から住民税の基礎控除額（43 万円）を

控除した金額に税率を乗じて計算しています。 
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令和 4年度以降の軽減 

 

令和 3 年度までの軽減 

⑶ 均等割と平等割の減額 

世帯主及び被保険者の所得の合計が一定額以下の場合、「均等割額」及び「平

等割額」を減額します。 

 

軽減割合 総所得金額等の合計額 （軽減判定の基準所得） 

７割 基礎控除額(43 万円)＋10 万円×（給与所得者等の数-１） 

５割 基礎控除額＋被保険者数×28.5 万円＋10 万円×（給与所得者等の数-１） 

２割 基礎控除額＋被保険者数×52 万円＋10 万円×（給与所得者等の数-１） 

※ 65歳以上の年金所得のある者は、総所得金額の合計額から15万円を控除し 

た額が基準所得となります。 

 

⑷ ６歳未満の未就学児の均等割の減額 

子ども（６歳未満の未就学児）に係る均等割額を令和４年度から軽減します。 

 
【軽減措置のイメージ】 
 
保険税軽減額 
 

         ８.５割軽減 

                  ７.５割軽減  

                         ６割軽減 

                                    ５割軽減    

 
 
 
                                   

所得金額 

 

⑸ 後期高齢者医療制度創設に伴う保険税の減額など 

平成20年４月以降、75歳以上の方は後期高齢者医療制度に移行し、新制度の保

険料を納めることになりました。それに伴って、国民健康保険に引き続き加入す

る方や新たに被保険者となる方の保険税負担が急に増えることのないように、保

険税の減額や軽減判定を行います。 

 

ア 平等割の減額 

75歳以上の方が後期高齢者医療へ移行することで国保の被保険者が１人に

なる場合、５年間は平等割を半額に、６年目から８年目までの間は４分の１軽

減します。 

 

イ 軽減判定 

均等割・平等割の軽減を受けている世帯について、75歳以上の方が後期高齢

者医療へ移行することで被保険者数が減少しても、旧国保被保険者（後期高齢

７割軽減 
５割軽減 

２割軽減 
５割軽減 

1.5 割軽減 

2.5 割軽減 

４割軽減  
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者医療へ移行前は国民健康保険の被保険者だった方）の所得及び人数も含め

て軽減判定を行います。これにより軽減基準に該当すれば、これまでと同様の

軽減が受けられます。 

 

ウ 被用者保険の被扶養者であった者に対する保険税の減額 

75歳以上の方が被用者保険から後期高齢者医療に移行することで、その被扶

養者だった65歳以上の方（旧被扶養者）が新たに国保の被保険者となり、保険

税を納めることになった場合、次の減額措置を行います。 

(ｱ) 所得割の課税を免除 

(ｲ) ７割又は５割の軽減に該当しない場合 

   ・ 旧被扶養者に係る均等割を半額とする。 

   ・ 旧被扶養者のみで構成される世帯の平等割を半額とする。 

   ※ (ｲ)については、国保加入後２年間のみの措置 

⑹ 非自発的失業者に係る国民健康保険税の軽減 

雇用主の都合により離職（非自発的失業）をし、国民健康保険へ加入す

る方について、前年の給与所得金額を30/100として国民健康保険税を算

定します。 

軽減期間は、離職日の翌日の属する年度の翌年度末までです。 

 

⑺ 保険税の納付方法 

納付方法 納付回数 対象世帯 

 

特別徴収 

 

６ 回 
 

4､6､8､10､12､2月 

の年金支給月 

 次のいずれにも該当する世帯 

・介護保険が年金から天引きされている。 

・世帯主が国民健康保険の被保険者である。 

・被保険者全員が 65 歳～75 歳未満である。 

・世帯主が年額 18 万円以上の年金を受給 

している。 

・国民健康保険税と介護保険料の合算額が 
年金受給額の 1/2 を超えない。 

普通徴収 

 

 

10 回 
 

６月（集合第１期）

～ 
３月（集合第10期） 

 

 上記以外の世帯 

 

世帯主の年金 

から天引き 

 

納付書又は 

口座振替 
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２ 令和４年度賦課状況（令和４年６月 15 日現在 本算定） 

 

 

３ 令和３年度収納率                  

 

 

（１）医療分 （単位：％・人・世帯・千円）

税率（円） 税率（円）

人数 世帯数

20,400 15,600

7,884 5,594

世帯数

被保険者数

2,747

4,061

（２）支援分

税率（円） 税率（円）

人数 世帯数

7,800 6,600

7,884 5,594

世帯数

被保険者数

2,747

4,061

（３）介護分

税率（円） 税率（円）

人数 世帯数

12,600

2,021

世帯数

被保険者数

988

1,068
977 2,336 0

1.85 23,573 25,465

38,428

49,038

低所得者軽減 限度額超過額

軽減額
（Ｂ）

世帯数
軽減額
（Ｃ）

7,297 12

その他軽減

世帯数
軽減額
（Ｄ）

0 0

月割増減
（Ｅ）

減免税額
（Ｆ）

7,146 3,238 164

所得割額 均等割額 平等割額
算出税額
（Ａ）税率 税額 税額 税額

1,069 4,528

2.5 100,874 61,495 33,843

154,893

196,212

低所得者軽減 限度額超過額
月割増減
（Ｅ）

減免税額
（Ｆ）

調定額
(A)-(B)-(C)-
(D)-(E)-(F)

軽減額
（Ｂ）

世帯数
軽減額
（Ｃ）

26,243 47

所得割額 均等割額 平等割額
算出税額
（Ａ）税率 税額 税額 税額

66,150 395,6794138,19913,08924 1,069 11,501

所得割額 均等割額

低所得者軽減 限度額超過額

160,8346.3 254,204

税額税率

軽減額
（Ｂ）

世帯数
軽減額
（Ｃ）

79,993

税額 税額

その他軽減

世帯数
軽減額
（Ｄ）

調定額
(A)-(B)-(C)-
(D)-(E)-(F)

平等割額
算出税額
（Ａ）

減免税額
（Ｆ）

調定額
(A)-(B)-(C)-
(D)-(E)-(F)

495,031

月割増減
（Ｅ）

その他軽減

世帯数
軽減額
（Ｄ）

国民健康保険税 （単位：千円・％）

予算額 調定済額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率
前年度
収納率

593,562 677,450 627,649 2,213 47,588 92.6 91.6

現 年 度 分 579,582 619,877 610,425 0 9,452 98.5 98.0

滞納繰越分 13,980 57,573 17,224 2,213 38,136 29.9 27.5

区 分

合 計



 

  

新型コロナウイルス感染症に関連した国民健康保険税の減免 

 

１ 対象世帯の要件 

⑴ 新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡又は重篤な傷病を 

負った世帯 

⑵ 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収入減少が見込 

まれ、次の全てに該当する世帯 

ア 主たる生計維持者の当該年の事業収入や給与収入等のいずれかが前年に比

べて３割以上減少する見込みであること。 

イ 主たる生計維持者の前年の所得の合計額が1,000万円以下であること。 

ウ 主たる生計維持者の減少が見込まれる事業収入等の所得以外の前年の所得

の合計額が400万円以下であること。 

 

２ 保険税の減免額 

 ⑴ 上記の対象世帯の要件⑴に該当する場合 

 ⇒ 全額 

 ⑵ 上記の対象世帯の要件⑵に該当する場合  

⇒ 前年の所得金額により10割から２割までの額 

     ※前年の所得金額が０円以下の場合は減免の対象外 

 

３ 保険税の減免の状況 

【令和元年度分】               【令和２年度分】 

 件数 本来税額 減免決定額 

申 請 14件 1,004,300円 608,600円 

承 認 14件 1,004,300円 608,600円 

不承認 0件 0円 0円 

 

  【令和３年度分】               【令和４年度分】  ※令和４年10月17日現在 

 件数 本来税額 減免決定額 

申 請 16件 2,977,700円 1,932,400円 

承 認 16件 2,977,700円 1,932,400円 

不承認 0件 0円 0円 

 

 件数 本来税額 減免決定額 

申 請 54件 12,093,500円 6,010,200円 

承 認 44件 11,074,400円 6,010,200円 

不承認 10件 1,019,100円 0円 

 件数 本来税額 減免決定額 

申 請 ３件 310,100円 261,200円 

承 認 ２件 291,300円 261,200円 

不承認 １件 18,800円 18,800円 
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